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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第87期中、第87期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第89期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

  

回次 第87期中 第88期中 第89期中 第87期 第88期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 109,907 125,076 130,721 215,708 246,852 

経常利益（百万円） 7,046 7,978 8,006 14,159 15,151 

中間（当期）純利益（百万円） 3,732 3,558 4,881 6,730 7,474 

純資産額（百万円） 56,740 63,331 73,480 60,116 66,811 

総資産額（百万円） 135,079 154,453 166,269 134,629 151,945 

１株当たり純資産額（円） 1,363.21 1,521.62 1,705.79 1,443.30 1,617.10 

１株当たり中間(当期)純利益(円) 89.66 85.49 118.16 160.64 179.17 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ 85.48 117.98 － 179.01 

自己資本比率（％） 42.0 41.0 42.4 44.7 44.0 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
798 1,127 1,723 8,364 13,159 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△1,664 △4,882 999 △3,936 △6,414 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（百万円） 
△1,590 3,339 △3,911 △3,369 △1,419 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
15,386 18,645 23,235 19,035 24,436 

従業員数 

(ほか、平均臨時雇用者数)(人) 

2,367 

(756) 

2,487 

(840) 

2,743 

(1,583) 

2,398 

(643) 

2,422 

(824) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第87期中、第87期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第87期中 第88期中 第89期中 第87期 第88期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 46,376 48,153 51,370 89,481 93,730 

経常利益（百万円） 7,125 7,565 7,997 12,685 12,959 

中間（当期）純利益（百万円） 3,894 3,401 3,868 6,884 6,261 

資本金（百万円） 3,450 3,450 3,450 3,450 3,450 

発行済株式総数（千株） 42,525 42,525 42,525 42,525 42,525 

純資産額（百万円） 55,689 61,192 65,826 58,796 63,247 

総資産額（百万円） 90,966 98,053 105,259 93,533 103,041 

１株当たり純資産額（円） 1,337.98 1,470.18 1,592.36 1,411.73 1,530.73 

１株当たり中間(当期)純利益(円) 93.57 81.73 93.63 164.48 149.93 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ 81.72 93.49 － 149.79 

１株当たり配当額(円) 0.0 0.0 0.0 33.0 38.0 

自己資本比率（％） 61.2 62.4 62.5 62.9 61.4 

従業員数 

(ほか、平均臨時雇用者数)(人) 

1,101 

(108) 

1,133 

(132) 

1,207 

(127) 

1,091 

(114) 

1,124 

(120) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有割合であります。 

    ２．㈱ＫＳ東北は、特定子会社であります。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用

者数（パートタイマー、派遣社員を含み常用パートは除いております）は（ ）内に当中間連結会計期間の

平均人員を外数で記載しております。 

２．全社として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであ

ります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

２．社外への出向社員は含まれておりません。出向社員は81名であります。 

(3)労働組合の状況 

 当社の労働組合はＵＩゼンセン同盟に属し、平成18年９月30日現在の組合員数は743名（出向社員含む）であり

ます。なお、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

 ㈱ＫＳ東北 
宮城県仙台市 726 医薬品等の卸売  

100.0 

  （100.0）

当社製品を主に東

北地方を中心に販

売している。 

小林健康医薬㈱ 大阪市中央区  100 
健康食品の企画開

発・販売  
51.0 

当社製品の企画開

発及び販売をして

いる。 

役員の兼任２名 

小林メディカル ア

メリカ エルエルシ

ー 

アメリカ合衆国 

カリフォルニア州 

  

米ドル  

1,600,000 

医療ビジネスの情

報収集  
100.0 

当社輸入商品の調

査を行っている。

役員の兼任２名 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

家庭用品製造販売事業 1,473 (376) 

家庭用品卸事業 401 (166) 

医療関連事業 529 (15) 

その他 236 (1,017) 

全社 104 (9) 

合計 2,743 (1,583) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,207 (127) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、米国景気の減速や原油価格高騰の長期化など先行き不透明感などあるも

のの、企業収益の改善や底堅い個人消費などに牽引され、緩やかな回復基調にありました。 

   そうした状況の中で当社グループは経営理念である「創造と革新」の精神をフルに発揮し、新市場を創造する製

品やサービスの提供により顧客の潜在ニーズを開拓し、また既存の参入市場に対しても新たな付加価値を付けた製

品やサービスの提供により市場の活性化に努めてまいりました。同時に事業の譲受け、海外展開を積極的に推進し

た結果、売上高は130,721百万円と前中間連結会計期間と比べ5,644百万円（4.5％）の増収となりました。  

一方利益においては、国内・海外においてブランド育成に努めるため積極的に広告投下をしましたが、徹底した

製造原価低減によるコスト削減や販促費の見直しなどを実施したことなどから、営業利益は9,133百万円と前中間

連結会計期間と比べ468百万円（5.4％）の増益となり、経常利益は8,006百万円と前中間連結会計期間と比べ28百

万円（0.4％）の増益となりました。また、中間純利益は4,881百万円と前中間連結会計期間と比べ1,323百万円

（37.2％）の増益となりました。中間純利益が大きく増加したのは、減損損失を前中間期に1,632百万円計上した

ことによるものです。 

     

 事業の種類別セグメントの業績の概要は次のとおりであります。 

家庭用品製造販売事業 

当事業では新市場の創造と既存市場の拡大に努めた新製品を過去最多の18品目（栄養補助食品は除く）発売いた

しました。中でもおなかの脂肪の分解・燃焼を促す内服薬「ナイシトール85」、嫌な生活臭をイオン消臭する芳香

消臭剤「クリエアー」は売上伸長に大きく寄与しました。また口腔衛生品「生葉」などの既存ブランドの育成に努

めた結果、売上高は49,500百万円と前中間連結会計期間に比べ3,637百万円（7.9％）の増収となりました。 

利益においては、売上伸長に加え、徹底した製造原価低減によるコスト削減などを実施したことから、営業利益

は8,438百万円と前中間連結会計期間に比べ340百万円（4.2％）の増益となりました。 

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比
（％） 

金額 
（百万円） 

増減率
（％） 

売上高 125,076 100.0 130,721 100.0 5,644 4.5 

営業利益 8,664 6.9 9,133 7.0 468 5.4 

経常利益 7,978 6.4 8,006 6.1 28 0.4 

中間純利益 3,558 2.8 4,881 3.7 1,323 37.2 



（売上高の内訳） 

  （注）売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおり、その金額は前中間連結会計期間では13,432

百万円、当中間連結会計期間では15,522百万円となっております。 

家庭用品卸事業 

当事業では、天候不順による影響から主要顧客のドラッグストアにおける夏物商材の売り上げ不振や健康食品市

場の低迷など厳しい事業環境でしたが、４月1日に㈱KS東北（旧㈱ソーワ）の株式を譲り受けたことなどから、売

上高は86,019百万円と前中間連結会計期間に比べ3,533百万円（4.3％）の増収となりました。 

利益においては、事業規模拡大によるスケールメリットを生かし、メーカーからの商品一括仕入れを行いました

が、株式譲り受けによる利益率の改善が遅れており、営業利益は197百万円と前中間連結会計期間に比べ9百万円

（△4.6％）の減益となりました。 

   

（売上高の内訳） 

  （注）売上高には、セグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおり、その金額は当中間連結会計期間では0百万

円となっております。  

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

 
金額 

（百万円） 
構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

増減率
（％） 

医薬品 7,961 17.3 9,760 19.7 1,799 22.6 

口腔衛生品 5,458 11.9 6,096 12.3 638 11.7 

衛生雑貨品 7,022 15.3 6,914 14.0 △108 △1.5 

芳香・消臭剤 15,346 33.5 16,449 33.2 1,103 7.2 

家庭雑貨品 2,350 5.1 2,258 4.6 △92 △3.9 

食品 5,762 12.6 5,376 10.9 △386 △6.7 

カイロ 1,964 4.3 2,647 5.3 683 34.8 

合計 45,863 100.0 49,500 100.0 3,637 7.9 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

  
金額 

（百万円） 
構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

増減率
（％） 

医薬品 
製品 5,087 6.2 6,912 8.0 1,825 35.9 

商品 29,313 35.5 32,041 37.3 2,728 9.3 

雑貨及び食品 
製品 9,872 12.0 10,307 12.0 435 4.4 

商品 38,213 46.3 36,758 42.7 △1,455 △3.8 

合計 82,485 100.0 86,019 100.0 3,533 4.3 



医療関連事業 

小林メディカルカンパニーにおいては、電気メスなどの手術室関連や市場の拡大が見込まれる整形外科の領域へ

の販売に注力しました。また１月に発売開始した自社開発製品の人工骨頭も順調に推移しております。 

米国で展開しているシールドヘルスケアセンター３社においては、顧客管理のシステム導入の効果や、間接部門

の経費削減により利益率が向上しました。 

 この結果、売上高は8,705百万円と前中間連結会計期間に比べ653百万円（8.1％）の増収となり、営業利益は317

百万円と前中間連結会計期間に比べ248百万円（361.4％）の増益となりました。 

また、関連会社である㈱メディコンの持分法による投資利益は115百万円と前中間連結会計期間に比べ76百万円

（39.8％）の減益となりました。 

（売上高の内訳） 

その他事業 

上記の３事業をサポートする当事業(運送業、販売促進・市場調査など)では、各社が独立採算で経営をしている

ものの、主要３事業への利益貢献もその目的としており、資材やサービス提供についてその納入価格の見直しを適

宜行いました。 

その結果、売上高は6,647百万円と前中間連結会計期間に比べ10百万円（△0.2％）の減収、営業利益は167百万

円と前中間連結会計期間に比べ108百万円（△39.4％）の減益となりました。なお、売上高には、セグメント間の

内部売上高又は振替高を含んでおり、その金額は前中間連結会計期間では計4,550百万円、当中間連結会計期間で

は計4,628百万円となっております。 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

 
金額 

（百万円） 
構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比
（％） 

金額 
（百万円） 

増減率
（％） 

小林メディカルカンパニ

ー 
3,529 43.8 3,809 43.8 280 7.9 

シールドヘルスケアセン

ター３社 
4,079 50.7 4,362 50.1 283 6.9 

その他 444 5.5 532 6.1 89 20.3 

合計 8,052 100.0 8,705 100.0 653 8.1 



(2）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間連結会計期間より4,589百万円増加し

て、23,235百万円となりました。 

   当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果獲得した資金は1,723百万円と前中間連結会計期間に比べ595百万円の増加となりました。 

これは、税金等調整前純利益が2,759百万円増加したことなどによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果獲得した資金は999百万円（前年同期は4,882百万円の使用）となりました。 

これは、前中間期には投資有価証券の取得による支出が5,267百万円あり、当中間期は東京オフィスの売却によ

る収入1,100百万円があったことなどによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は3,911百万円（前年同期は3,339百万円の獲得）となりました。 

     これは、前中間期には少数株主からの払い込みによる収入が2,650百万円ありましたが、当中間期は子会社によ

る短期借入金の返済や配当金支払いの増加などがあったことによるものです。 

 （注） フリー・キャッシュ・フローは、以下の計算式を使っております。 

フリー・キャッシュ・フロー＝営業活動によるキャッシュ・フロー ＋ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 
前中間連結会計期間 
（百万円） 

当中間連結会計期間 
（百万円） 

増減 

金額 
（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
1,127 1,723 595 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
△4,882 999 5,882 

フリー・キャッシュ・フロー △3,754 2,722 6,477 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
3,339 △3,911 △7,251 

現金及び現金同等物中間期末

残高 
18,645 23,235 4,589 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

① 受注状況 

 当社及び連結子会社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

② 商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

家庭用品製造販売事業（百万円） 53,415 108.1 

家庭用品卸事業（百万円） － － 

医療関連事業（百万円） 651 131.0 

その他事業（百万円） 1,307 91.7 

合計（百万円） 55,374 107.9 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

家庭用品製造販売事業（百万円） 13 82.1 

家庭用品卸事業（百万円） 81,713 105.0 

医療関連事業（百万円） 4,202 110.5 

その他事業（百万円） 570 110.8 

セグメント間の内部仕入高又は振替高

（百万円） 
△15,522 115.6 

合計（百万円） 70,976 103.3 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

家庭用品製造販売事業（百万円） 49,500 107.9 

家庭用品卸事業（百万円） 86,019 104.3 

医療関連事業（百万円） 8,705 108.1 

その他事業（百万円） 6,647 99.8 

セグメント間の内部売上高又は振替高

（百万円） 
△20,151 112.1 

合計（百万円） 130,721 104.5 



５【研究開発活動】 

 当社グループでは、「絶えざる創造と革新によって新しいものを求め続け、人と社会に素晴らしい“快”を提供す

る」ことを経営理念としており、全ステークホルダーに「健康であること」、「心地よいこと」、「便利であるこ

と」などを提供する、いわば『あったらいいなをカタチにする』ことが使命だと考えております。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は1,262百万円であり、研究開発活動ならびに研究開発費

は次のとおりであります。 

家庭用品製造販売事業 

当事業では、消費者が健康で快適な生活を送るために役立つ製品を提供すべく、医薬品、口腔衛生品、衛生雑貨

品、芳香・消臭剤、家庭雑貨品、食品の６つのカテゴリーを研究開発対象として積極的な研究開発活動を行っていま

す。 

そして当社においては、直近４年間に発売した新製品販売高の年間販売高に対する割合を35％以上に、また新製品

の初年度販売高の割合を10％以上にする新製品寄与率を研究開発活動の目標としており、当中間連結会計期間では18

品（通信販売向け栄養補助食品の７品目を含まない）の新製品を発売しました。 

カテゴリー別の研究開発活動の成果は次のとおりであります。 

医薬品 

気になるおなかの脂肪の分解・燃焼を促す内服薬「ナイシトール85」、効果的にヘモグロビンを造る貧血薬「生

葉液薬」など、４品目を開発いたしました。 

口腔衛生品 

日本で最も細い0.4mm超極細ワイヤーを採用した「Dental Dr.マイクロ歯間ブラシ」、部分入れ歯の目に見えな

い雑菌を徹底的に除菌洗浄する「パーシャルデント除菌洗浄液」など、３品目を開発いたしました。 

衛生雑貨品 

巻くだけで首元がしっかり冷やされ暑さが和らぐ「熱さま首もとひんやりベルト」、小鼻の黒ずみを、発熱効果

でしっかり落とすクレンジングジェル「ホットクリア」など、４品目を開発いたしました。 

芳香・消臭剤 

嫌な生活臭をイオン消臭する芳香・消臭剤「クリエアー」、ポンと一回押すだけで気になるニオイを一瞬で消臭

する芳香・消臭剤「プッシュポン」など、５品目を開発いたしました。 

栄養補助食品 

杜仲葉エキスを特殊製法で凝縮した「メタボケア」、醗酵黒にんにくと高麗人参エキスを一粒に凝縮した「黒に

んにく高麗人参」など、９品目を開発いたしました。 

結果、当事業に係る研究開発費は1,175百万円となりました。 

家庭用品卸事業 

当事業では、研究開発活動を行っておりません。 

医療関連事業 

当事業では、これまでの商社機能に加え、メーカー機能を強化するため市場拡大が見込まれる整形外科関連を中心

とした自社開発を行っております。 

結果、当事業に係る研究開発費は87百万円となりました。 

その他事業 

当事業では、研究開発活動を行っておりません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

  

 当中間連結会計期間において、当社は東京オフィスを売却しております。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品の合計であります。 

  なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は 

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

 小林製薬㈱ 
東京オフィス  

 (東京都中央区) 
 その他事業 事務所設備  463 － 

13 

(343.13)
1 478 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法280条ノ20及び21の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）に関する事項は、以下のとおりであります。 

（平成15年６月27日定時株主総会決議） 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 170,100,000 

計 170,100,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 42,525,000 42,525,000 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 42,525,000 42,525,000 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,301 1,282 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 195,150 192,300 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,051 同左 

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日～ 

平成20年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

（円） 

発行価格 3,051 

資本組入額 1,526 
同左 

新株予約権の行使の条件 ・権利行使時においても当社また

は当社子会社の取締役もしくは

従業員または当社常勤監査役の

地位にあることを要す。 

 ただし、任期満了による退任、

定年による退職その他正当な理

由のある場合にはこの限りでな

い。 

・権利者が死亡した場合は、相続

人が権利を行使できる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行(株)の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、1,674千株であります。 

   ２. 日本トラスティ・サービス信託銀行(株)の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、1,598千株であり 

     ます。    

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～

平成18年９月30日  
－ 42,525 － 3,450 － 4,183 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

小林 章浩  神戸市東灘区 4,632 10.89 

(財)小林国際奨学財団 大阪市中央区道修町４丁目４－10  3,000 7.05 

井植 由佳子 大阪市西区 2,596 6.10 

日本マスタートラスト信託銀

行(株)（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,879 4.41 

日本トラスティ・サービス信

託銀行(株)（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,615 3.79 

宮田 彰久 東京都千代田区 1,421 3.34 

渡部 育子 東京都千代田区 1,382 3.25 

小林製薬(株) 大阪市中央区道修町４丁目３－６ 1,186 2.78 

(有)鵬 大阪市中央区道修町４丁目３－６ 1,089 2.56 

(株)フォーラム 
大阪市中央区安土町２丁目３－13大阪国際

ビル３Ｆ 
1,079 2.53 

計 － 19,881 46.75 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。 

     また、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権数10個が含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）井藤漢方製薬(株)および(株)ＫＳ東北の「他人名義所有株式数」は、当社の取引先で構成される持株会（小林 

製薬取引先持株会 大阪市中央区道修町４丁目３－６）によるものであります。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －  － 

議決権制限株式（自己株式等） － －  － 

議決権制限株式（その他） － －  － 

完全議決権株式（自己株式等） 

 (自己保有株式) 

 普通株式 1,186,000 

 (相互保有株式) 

普通株式    7,100 

－  － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,229,000 412,290 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

単元未満株式 普通株式  102,900  －  － 

発行済株式総数      42,525,000 － － 

総株主の議決権 － 412,290 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

(自己保有株式)  

 小林製薬(株) 
大阪市中央区道修町４丁目 

３番６号  

1,186,000 － 1,186,000 2.78 

(相互保有株式)  

 井藤漢方製薬(株) 
東大阪市長田東２丁目 

４－１ 

－ 4,800 4,800 0.01 

(株)ＫＳ東北  仙台市若林区卸町２丁目 

10－３  

－ 2,300 2,300 0.00 

計 － 1,186,000 7,100 1,193,100 2.80 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 4,300 4,770 4,740 4,750 4,920 4,650 

最低（円） 3,890 3,990 4,180 4,160 4,580 4,260 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   18,645   23,235   24,436  

２．受取手形及び売
掛金 

＊2・
＊4  55,117   58,879   47,702  

３．有価証券   1,002   1,199   1,502  

４．棚卸資産   18,348   19,871   17,523  

５．繰延税金資産   2,473   2,558   2,819  

６．その他   6,157   7,529   5,492  

貸倒引当金   △516   △607   △569  

流動資産合計   101,228 65.5  112,666 67.8  98,906 65.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ＊1          

(1）建物及び構築
物 

＊2 11,630   11,159   11,444   

(2）土地 ＊2 8,487   8,665   8,487   

(3）その他  2,859 22,976  2,846 22,672  2,856 22,788  

２．無形固定資産  6,809         

(1）連結調整勘定  －   －   2,597   

(2）のれん  －   3,228   －   

(3）その他  － 6,809  2,754 5,983  3,921 6,520  

３．投資その他の資
産           

(1）投資有価証券 ＊2 14,972   17,191   15,609   

(2）繰延税金資産  2,788   1,836   2,291   

(3）その他  7,505   7,151   7,424   

投資損失引当金  △225   △287   △252   

貸倒引当金  △1,602 23,438  △944 24,947  △1,343 23,730  

固定資産合計   53,225 34.5  53,602 32.2  53,038 34.9 

資産合計   154,453 100.0  166,269 100.0  151,945 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

＊2・
＊4  53,721   58,044   49,221  

２．短期借入金 ＊2  4,723   1,268   1,371  

３．未払金   10,586   13,007   11,950  

４．未払法人税等   4,329   4,809   4,664  

５．賞与引当金   2,145   2,162   2,082  

６．返品調整引当金   429   670   616  

７．その他   2,789   2,626   2,132  

流動負債合計   78,726 51.0  82,589 49.7  72,040 47.4 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ＊2  308   209   261  

２．退職給付引当金   6,980   7,286   7,065  

３．役員退職慰労引当
金   1,310   1,351   1,358  

４．その他   908   1,351   1,490  

固定負債合計   9,507 6.1  10,199 6.1  10,175 6.7 

負債合計   88,234 57.1  92,788 55.8  82,215 54.1 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   2,888 1.9  － －  2,917 1.9 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,450 2.2  － －  3,450 2.3 

Ⅱ 資本剰余金   4,185 2.7  － －  4,191 2.8 

Ⅲ 利益剰余金   56,170 36.4  － －  60,086 39.5 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   2,351 1.5  － －  2,856 1.9 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △489 △0.3  － －  △293 △0.2 

Ⅵ 自己株式   △2,335 △1.5  － －  △3,480 △2.3 

資本合計   63,331 41.0  － －  66,811 44.0 

負債、少数株主持分
及び資本合計   154,453 100.0  － －  151,945 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   3,450 2.1   － － 

２．資本剰余金     － －   4,203 2.5   － － 

３．利益剰余金     － －   63,359 38.1   － － 

４．自己株式     － －   △3,357 △2.0   － － 

株主資本合計     － －   67,655 40.7   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   2,881 1.7   － － 

２．繰延ヘッジ損益     － －   341 0.2   － － 

３．為替換算調整勘定     － －   △369 △0.2   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － －   2,853 1.7   － － 

Ⅲ 少数株主持分     － －   2,971 1.8   － － 

純資産合計     － －   73,480 44.2   － － 

負債純資産合計     － －   166,269 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   125,076 100.0  130,721 100.0  246,852 100.0 

Ⅱ 売上原価   85,672 68.5  88,285 67.5  167,239 67.7 

売上総利益   39,404 31.5  42,435 32.5  79,613 32.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

＊１  30,739 24.6  33,301 25.5  62,734 25.5 

営業利益   8,664 6.9  9,133 7.0  16,879 6.8 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  36   58   83   

２．受取配当金  33   44   72   

３．受取ロイヤリティ  211   202   544   

４．持分法による投資
利益  191   107   458   

５．不動産賃貸料  110   48   212   

６．為替差益  14   －   －   

７．その他  270 869 0.7 306 767 0.6 526 1,897 0.8 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  43   36   93   

２．売上割引  510   576   1,117   

３．棚卸評価廃棄損  868   1,124   2,105   

４. 為替差損  －   57   21   

５．その他  132 1,555 1.2 100 1,894 1.5 287 3,625 1.5 

経常利益   7,978 6.4  8,006 6.1  15,151 6.1 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ＊２ 46   917   53   

２．営業権譲渡益 ＊４ 1,065   1,127   1,065   

３．その他  3 1,115 0.9 181 2,226 1.7 653 1,771 0.7 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分損 ＊３ 70   340   133   

２．棚卸評価廃棄損  289   274   654   

３．関係会社整理損  －   －   25   

４．投資損失引当金繰
入額  37   35   64   

５．減損損失  ＊５ 1,632   33   1,655   

６．その他  310 2,340 1.9 36 719 0.5 380 2,913 1.1 

税金等調整前中間
(当期)純利益   6,753 5.4  9,513 7.3  14,009 5.7 

法人税、住民税及
び事業税  3,994   3,987   7,240   

法人税等調整額  △888 3,106 2.5 601 4,588 3.6 △959 6,281 2.6 

少数株主利益   88 0.1  42 0.0  253 0.1 

中間(当期)純利益   3,558 2.8  4,881 3.7  7,474 3.0 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計計算書】 

   中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,183  4,183 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

自己株式処分差益  1 1 8 8 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  4,185  4,191 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   53,585  53,585 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益  3,558  7,474  

２．持分変動差額  497 4,055 497 7,972 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  1,373  1,373  

２．役員賞与  44  44  

３．連結範囲変更に伴う
減少高 

 52 1,470 52 1,470 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  56,170  60,086 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成17年12月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,450 4,191 60,086 △3,480 64,248 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）（注）     △1,569   △1,569 

役員賞与（百万円）（注）  
  

    △40   △40 

中間純利益（百万円）     4,881   4,881 

自己株式の取得（百万円）        △12 △12 

自己株式の処分（百万円）   11   135 147 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 
（百万円） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 11 3,272 123 3,406 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

3,450 4,203 63,359 △3,357 67,655 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ損
益 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差
額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,856 － △293 2,562 2,917 69,729 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当（百万円）（注）           △1,569 

役員賞与（百万円）（注）            △40 

中間純利益（百万円）           4,881 

自己株式の取得（百万円）            △12 

自己株式の処分（百万円）           147 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 
（百万円） 

24 341 △75 290 54 344 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

24 341 △75 290 54 3,751 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2,881 341 △369 2,853 2,971 73,480 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
(当期)純利益 

 6,753 9,513 14,009 

減価償却費  1,386 1,198 2,813 

減損損失  1,632 33 1,655 

連結調整勘定償却額  251 － 599 

のれん償却額   － 406 － 

貸倒引当金の増減額  △301 △380 △531 

退職給付引当金の増
減額 

 506 221 591 

受取利息及び受取配
当金 

 △69 △102 △156 

支払利息  43 36 93 

持分法による投資利
益 

 △191 △107 △458 

棚卸評価廃棄損  1,157 1,399 2,759 

営業権譲渡益  △1,065 △1,127 △1,065 

固定資産処分損  70 340 133 

固定資産売却益   － △917 － 

投資損失引当金繰入
額 

 37 35 64 

売上債権の増減額  △9,038 △8,094 △1,190 

棚卸資産の増減額  △3,692 △3,292 △4,417 

仕入債務の増減額  8,490 5,937 3,943 

その他  △1,508 382 638 

小計  4,461 5,480 19,483 

利息及び配当金の受
取額 

 69 102 156 

利息の支払額  △43 △36 △93 

法人税等の支払額  △3,359 △3,823 △6,387 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 1,127 1,723 13,159 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

    有価証券の取得によ
る支出  

 － △699 － 

有価証券の償還によ
る収入 

 － 1,502 － 

投資有価証券の取得
による支出 

 △5,267 △1,905 △6,489 

有形固定資産の取得
による支出 

 △635 △642 △1,391 

有形固定資産の売却
による収入 

 300 1,108 300 

無形固定資産の取得
による支出  

 △489 △160 △894 

短期貸付金の純増減
額 

 74 △136 139 

長期貸付による支出  △22 △27 △23 

長期貸付金の回収に
よる収入 

 29 25 35 

新規連結子会社の株
式取得に伴う収入 

  47 871 47 

営業権譲渡による収
入 

 1,065 1,127 1,065 

その他  14 △64 797 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △4,882 999 △6,414 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減
額 

 1,885 △2,064 △930 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △46 △418 △629 

少数株主からの払い
込みによる収入 

 2,650 － 2,650 

自己株式の売却によ
る収入  

 － 147 83 

自己株式の取得によ
る支出 

 △10 △6 △1,219 

配当金の支払額  △1,373 △1,569 △1,373 

その他  234 － － 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 3,339 △3,911 △1,419 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 25 △12 76 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額（又は減少額） 

 △389 △1,201 5,401 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 19,035 24,436 19,035 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

＊１ 18,645 23,235 24,436 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数  26社 

主要な連結子会社の名称 

㈱コバショウ、富山小林製薬

㈱、仙台小林製薬㈱、愛媛小

林製薬㈱、小林製薬プラック

ス㈱、青い鳥物流㈱、すえひ

ろ産業㈱、㈱アーチャー新

社、エスピープランニング

㈱、桐灰化学㈱、㈱健翔、㈱

ＫＳ北海道、㈱ＫＳ東海、㈱

青瑛、シールド カリフォル

ニア ヘルスケア センタ

ー インコーポレーティッ

ド、シールド デンバー ヘル

スケア センター インコーポ

レーティッド、メール オー

ダー メディカル サプライ

ズ インコーポレーティッ

ド、ブルーバード ディベロ

プメント エルエルシー、小

林ヘルスケア インコーポレ

ーティッド、小林ヘルスケア

エルエルシー、小林へルスケ

ア ヨーロッパ リミティッ

ド、小林ファーマスーティカ

ルズ オブ アメリカ インコ

ーポレーティッド、上海小林

日化有限公司、小林製薬（香

港）有限公司、小林製薬ライ

フサービス㈱、小林コーム㈱ 

上記のうち、㈱ＫＳ北海道、

㈱ＫＳ東海及び小林ヘルスケ

ア エルエルシーは当中間連

結会計期間において新たに設

立したため、また非連結関連

会社であった㈱青瑛は完全子

会社化に伴い当中間連結会計

期間より連結の範囲に含めて

おります。 

(1)連結子会社の数  28社 

主要な連結子会社の名称 

㈱コバショウ、富山小林製薬

㈱、仙台小林製薬㈱、愛媛小

林製薬㈱、小林製薬プラック

ス㈱、青い鳥物流㈱、すえひ

ろ産業㈱、㈱アーチャー新

社、エスピープランニング

㈱、桐灰化学㈱、㈱健翔、㈱

ＫＳ北海道、㈱ＫＳ東海、㈱

ＫＳ東北、㈱青瑛、小林健康

医薬㈱、シールド カリフォ

ルニア ヘルスケアセンタ

ー インコーポレーティッ

ド、シールド デンバー ヘル

スケアセンター インコーポ

レーティッド、シールド デ

ィストリビューション イン

コーポレーティッド、小林メ

ディカル アメリカ エルエ

ルシー、小林ヘルシケア イ

ンコーポレーティッド、小林

ヘルスケア エルエルシー、

小林へルスケア ヨーロッ

パ リミティッド、小林ヘル

スケア ジャーマニー ゲー

エムベーハー、小林ファーマ

スーティカルズ オブ アメ

リカ インコーポレーティッ

ド、上海小林日化有限公司、

小林製薬（香港）有限公司、

小林製薬ライフサービス㈱、 

なお、㈱ＫＳ東北の株式取得

及び小林健康医薬㈱、小林メ

ディカル アメリカ エルエ

ルシーの新規設立に伴い、当

中間連結会計期間より連結の

範囲に含めております。ま

た、ブルーバード ディベロ

プメント エルエルシーは清

算したため連結の範囲から除

いております。 

(1)連結子会社の数  26社 

主要な連結子会社の名称  

富山小林製薬㈱、仙台小林製

薬㈱、㈱コバショウ、愛媛小

林製薬㈱、小林製薬プラック

ス㈱、青い鳥物流㈱、すえひ

ろ産業㈱、㈱アーチャー新

社、エスピープランニング

㈱、桐灰化学㈱、㈱健翔、㈱

ＫＳ北海道、㈱ＫＳ東海、㈱

青瑛、シールド カリフォルニ

ア ヘルスケア センター イン

コーポレーティッド、シール

ド デンバー ヘルスケア セン

ター インコーポレーティッ

ド、シールド ディストリビ

ューション インコーポレー

ティッド、ブルーバード ディ

ベロプメント エルエルシー、

小林ヘルスケア インコーポレ

ーティッド、小林ヘルスケア

エルエルシー、小林へルスケ

ア ヨーロッパ リミティッ

ド、小林ヘルスケア ジャー

マニー ゲーエムベーハー、

小林ファーマスーティカル

ズ オブ アメリカ インコーポ

レーティッド、上海小林日化

有限公司、小林製薬（香港）

有限公司、小林製薬ライフサ

ービス㈱ 

なお、当連結会計年度におい

て㈱ＫＳ北海道、㈱ＫＳ東

海、小林ヘルスケア エルエ

ルシー及び小林ヘルスケア 

ジャーマニー ゲーエムベー

ハーは新たに設立したため、

また、前連結会計年度におい

て非連結子会社であった㈱青

瑛は完全子会社化にともない

当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。 

（注）メール オーダー メデ

ィカル サプライズ インコー

ポレーティッドは社名をシー

ルド ディストリビューショ

ン インコーポレーティッド

に変更しております。 

また、小林コーム㈱は、平成

17年12月15日付けにて当社と

合併しました。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (2)主要な非連結子会社名 

小林製薬セールスプロモーシ

ョン㈱、㈱魚雅、ピーティー

小林イグリン、㈲ケー・エ

ム・エス、 ㈱ガン免疫情報

研究所、㈱創快ドラッグ 

なお、前連結会計年度までは

非連結関連会社であった㈱創

快ドラッグは持株比率が増加

したことにより非連結子会社

となっております。 

(2)主要な非連結子会社名 

小林製薬セールスプロモーシ

ョン㈱、ピーティー小林イグ

リン、㈲ケー・エム・エ

ス、 ㈱ガン免疫情報研究

所、㈱創快ドラッグ、アロエ

製薬㈱ 

(2）主要な非連結子会社名 

小林製薬セールスプロモーシ

ョン㈱、㈱魚雅、ピーティー

小林イグリン、㈲ケー・エ

ム・エス、㈱創快ドラッ

グ、 ㈱ガン免疫情報研究所 

 連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社６社は、いず

れも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社６社は、いず

れも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社６社は、いず

れも小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていな

いため連結の範囲から除外し

ております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用の関連会社数 

 ２社 

主要な会社等の名称 

㈱メディコン、井藤漢方製薬

㈱ 

なお、井藤漢方製薬㈱は当中

間連結会計期間において新た

に持分が発生したことにより

持分法適用関連会社に含めて

おります。 

(1)持分法適用の関連会社数 

 ２社 

主要な会社等の名称 

㈱メディコン、井藤漢方製薬

㈱ 

(1)持分法適用の関連会社数 

 ２社 

主要な会社等の名称 

㈱メディコン、井藤漢方製薬

㈱ 

なお、井藤漢方製薬㈱につい

ては、新たに株式を取得した

ことから、当連結会計年度よ

り持分法適用の関連会社に含

めております。 

  

 (2）持分法非適用の非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会

社等の名称 

ピーティー小林イグリン、㈱

ザ・ファン、㈱創快ドラッグ 

持分法を適用していない理由 

 持分法非適用会社は、それ

ぞれ中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適

用から除外しております。  

(2）持分法非適用の非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会

社等の名称 

ピーティー小林イグリン、㈱

ザ・ファン、㈱創快ドラッグ 

持分法を適用していない理由 

 持分法非適用会社は、それ

ぞれ中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適

用から除外しております。  

(2）持分法非適用の非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会

社等の名称 

ピーティー小林イグリン、㈱

ザ・ファン、㈱創快ドラッグ 

持分法を適用していない理由 

 持分法非適用会社は、それ

ぞれ当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

 (3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間にかかる中間財

務諸表を使用しております。 

(3)    同左 (3)     ────── 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社のうち、シールド カ

リフォルニア ヘルスケア センタ

ー インコーポレーティッド、シ

ールド デンバー ヘルスケア セ

ンター インコーポレーティッ

ド、メール オーダー メディカ

ル サプライズ インコーポレーテ

ィッド、ブルーバード ディベロ

プメント エルエルシー、小林ヘ

ルスケア インコーポレーティッ

ド、小林ヘルスケア エルエルシ

ー、小林ヘルスケア ヨーロッ

パ リミティッド、小林ファーマ

スーティカルズ オブ アメリ

カ インコーポレーティッド、上

海小林日化有限公司、小林製薬

（香港）有限公司、小林コーム㈱

の中間決算日は6月30日でありま

す。中間連結財務諸表の作成にあ

たっては同日現在の中間財務諸表

を使用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

  

また、連結子会社のうち桐灰化学

㈱の決算日は9月30日でありま

す。 

連結子会社のうち、シールド カ

リフォルニア ヘルスケアセンタ

－ インコーポレーティッド、シ

ールド デンバー ヘルスケアセン

ター インコーポレーティッド、

シールド ディストリビューショ

ン インコーポレーティッド、小

林ヘルスケア インコーポレーテ

ィッド、小林ヘルスケア エルエ

ルシー、小林へルスケア ヨーロ

ッパ リミティッド、小林ヘルス

ケア ジャーマニー ゲーエムベ

ーハー、小林ファーマスーティカ

ルズ オブ アメリカ インコー

ポレーティッド、小林メディカル

アメリカ エルエルシー、上海小

林日化有限公司、小林製薬（香

港）有限公司の中間決算日は6月

30日であります。中間連結財務諸

表の作成にあたっては同日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っております。 

また、連結子会社のうち桐灰化学

㈱の決算日は9月30日であり、中

間連結決算日現在で実施した仮決

算に基づく中間財務諸表を使用し

ております。 

連結子会社のうち、シールド カリ

フォルニア ヘルスケアセンタ

ー インコーポレーティッド、シー

ルド デンバー ヘルスケアセンタ

ー インコーポレーティッド、シー

ルド ディストリビューション 

インコーポレーティッド、ブルー

バード ディベロプメント エルエ

ルシー、小林ヘルスケア インコー

ポレーティッド、小林ヘルスケア 

エルエルシー、小林ヘルスケア ヨ

ーロッパ リミティッド、小林ヘル

スケア ジャーマニー ゲーエム

ベーハー、小林ファーマスーティ

カルズ オブ アメリカ インコーポ

レーティッド、上海小林日化有限

公司、小林製薬（香港）有限公司

の決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成にあたっては

同日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整

を行っております。 

  

また、連結子会社のうち桐灰化学

㈱の決算日は9月30日であり、連結

決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…中間連結

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平

均法により算定) 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…中間連結

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定) 

  

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…連結決算

日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は主として移動平均法に

より算定) 

 時価のないもの…主として

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ③ 棚卸資産 

棚卸資産は主として次の方

法により評価しております。 

商品、原材料 

移動平均法による原価法 

製品、仕掛品、貯蔵品 

総平均法による原価法 

③ 棚卸資産 

同左 

③ 棚卸資産 

同左 

 (2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は

定率法、在外連結子会社は

定額法によっております。 

ただし、当社及び国内連結

子会社の一部は平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）

については定額法によって

おります。 

(2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）

に基づいております。  

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 ③ 長期前払費用  

均等償却によっておりま

す。 

③ 長期前払費用  

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

 (3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は

売上債権等の貸倒れによる

損失に備えるため一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。  

在外連結子会社は、債権の

実態に応じて回収不能見積

額を計上しております。  

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 同左 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ② 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当中間連

結会計期間負担額を計上し

ております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上して

おります。 

 ③ 返品調整引当金 

当社及び国内連結子会社の

うち７社は、返品損失に備

えるため、返品損失見積額

を計上しております。 

③ 返品調整引当金 

同左 

③ 返品調整引当金 

当社及び国内連結子会社の

うち６社は、返品損失に備

えるため、返品損失見積額

を計上しております。 

 ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当社及び国内連結子

会社のうち２社は当連結会

計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額

に基づき、中間連結会計期

間末に発生していると認め

られる額を計上しておりま

す。 

その他の国内連結子会社は

中間連結会計期間末要支給

額の100％を計上しており

ます。 

  

また、在外連結子会社の一

部は、確定拠出型年金制度

を採用しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

同左 

  

   

  

同左 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当社及び国内連結子

会社のうち２社は当連結会

計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

  

  

その他の国内連結子会社は

期末要支給額の100％を計上

しております。 

  

同左 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り費用処理しております。 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

同左 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

 同左 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社の

うち４社は、役員の退職慰

労金の支給に備えるため内

規に基づく中間連結会計期

間末要支給額を計上してお

ります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社の

うち５社は、役員の退職慰

労金の支給に備えるため内

規に基づく中間連結会計期

間末要支給額を計上してお

ります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社の

うち４社は、役員の退職慰

労金の支給に備えるため内

規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しておりま

す。 

 ⑥ 投資損失引当金 

関係会社への投資に係る損

失に備えるため、当該会社

の財政状態を勘案し、損失

負担見込み額を計上してお

ります。 

⑥ 投資損失引当金 

同左 

⑥ 投資損失引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約

について振当処理の要件を

満たしている場合は振当処

理を採用し、金利スワップ

について特例処理の要件を

充たしている場合は特例処

理を採用しております。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約

及びオプションについて振

当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を採用し

ております。 

(5)重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約

について振当処理の要件を

満たしている場合は振当処

理を採用し、金利スワップ

について特例処理の要件を

充たしている場合は特例処

理を採用しております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、金

利スワップ 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、オ

プション 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、金

利スワップ 

 ヘッジ対象…外貨建債務及

び外貨建予定

取引、借入金 

ヘッジ対象…外貨建債務及

び外貨建予定

取引 

ヘッジ対象…外貨建債務及

び外貨建予定

取引、借入金 

 ③ ヘッジ方針 

外貨建予定取引に関して、

為替予約を付し為替変動リ

スクをヘッジする方針であ

ります。また、金利スワッ

プ取引は金利リスクの低減

のため、対象債務の範囲内

でヘッジする方針でありま

す。 

③ ヘッジ方針 

外貨建予定取引に関して、

為替予約及びオプションを

付し為替変動リスクをヘッ

ジする方針であります。 

③ ヘッジ方針 

外貨建予定取引に関して、

為替予約を付し為替変動リ

スクをヘッジする方針であ

ります。また、金利スワッ

プ取引は金利リスクの低減

のため、対象債務の範囲内

でヘッジする方針でありま

す。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

通貨関連の取引につきまし

ては、ヘッジ対象の時価変

動額とヘッジ手段の時価変

動額を比較し、両者の変動

額等を基礎にして判断して

おります。 

金利スワップについては、

有効性の評価を省略してお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

通貨関連の取引につきまし

ては、ヘッジ対象の時価変

動額とヘッジ手段の時価変

動額を比較し、両者の変動

額等を基礎にして判断して

おります。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

通貨関連の取引につきまし

ては、ヘッジ対象の時価変

動額とヘッジ手段の時価変

動額を比較し、両者の変動

額等を基礎にして判断して

おります。  

金利スワップについては、

有効性の評価を省略してお

ります。 

 (6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっておりま

す。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について

僅少なリスクしか負わない短期的

な投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６ 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税引

前中間純利益は1,632百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。  

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これにより税金等調整前当期純

利益は1,619百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。  

───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）  

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。これまでの資本の部の合計に相当する金

額は70,167百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。  

───── 

  



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  

──────  

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間まで固定資産の「無形固定資産」として一括掲

記しておりました「連結調整勘定」、「その他」については、当中

間連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前中間連

結会計期間の「連結調整勘定」は2,945百万円、「その他」は3,862

百万円であります。また、前中間連結会計期間において、「連結調

整勘定」及び「営業権」として掲記されていたものは、当中間連結

会計期間から「のれん」と表示しております。 

  

  

──────   

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として

掲記されていたもの及び「減価償却費」として掲記されていたもの

のうち営業権の償却費については、当中間連結会計期間から「のれ

ん償却額」と表示しております。 

２．財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の売却による

収入」は、前中間連結会計期間は「その他」に含めて表示しており

ましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しております。な

お、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている「自己株式の

売却による収入」は、147百万円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額は18,479百万円であります。 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額は18,955百万円であります。 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額は19,026百万円であります。 

＊２ 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

＊２ 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

＊２ 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

受取手形    109百万円

建物及び構築物    992百万円

土地  2,122百万円

投資有価証券    144百万円

計  3,368百万円

受取手形  －百万円

建物及び構築物  1,011百万円

土地  2,122百万円

投資有価証券    167百万円

計  3,301百万円

受取手形     －百万円

建物及び構築物 1,021百万円

土地 2,122百万円

投資有価証券    166百万円

計 3,311百万円

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 

支払手形及び買

掛金 
 7,533百万円

短期借入金    60百万円

長期借入金   28百万円

(１年以内に返済予定を含む) 

計  7,621百万円

支払手形及び買

掛金 
 8,611百万円

短期借入金   140百万円

長期借入金   21百万円

(１年以内に返済予定を含む)

計 8,733百万円

支払手形及び買

掛金 
 8,740百万円

短期借入金     －百万円

長期借入金   24百万円

(１年以内に返済予定を含む)

計  8,765百万円

 ３ 当社及び連結子会社（㈱コバ

ショウ、小林ヘルスケア ヨー

ロッパ リミティッド、シール

ド カリフォルニアヘルスケア 

センター インコーポレーティ

ッド）においては、運転資金の

効率的な調整を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結して

おります。これら契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりでありま

す。 

 ３ 当社及び連結子会社（㈱コバ

ショウ、小林ヘルスケア ヨー

ロッパ リミティッド）におい

ては、運転資金の効率的な調整

を行うため取引銀行４行と当座

貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間連結会

計期間末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

 ３ 当社及び連結子会社（㈱コバ

ショウ、小林ヘルスケア ヨー

ロッパ リミティッド、シール

ド カリフォルニアヘルスケア 

センター インコーポレーティ

ッド）においては、運転資金の

効率的な調整を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結して

おります。これら契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行

残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

32,112百万円

借入実行残高    450百万円

差引額 31,662百万円

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

32,031百万円

借入実行残高    127百万円

差引額 31,903百万円

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

29,123百万円

借入実行残高   474百万円

差引額 28,649百万円

＊４    ────── 

  

＊４ 中間連結会計期間末日満期手

形 

   中間連結会計期間末日満期手形

の会計処理については、当中間

連結会計期間の末日が金融機関

の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理して

おります。当中間連結会計期間

末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。 

 受取手形   1,161百万円 

 支払手形   2,254百万円 

＊４    ────── 

  



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

運賃保管料  4,920百万円

広告宣伝費  5,929百万円

給料諸手当賞与  6,351百万円

退職給付費用    461百万円

運賃保管料 5,703百万円

広告宣伝費 6,565百万円

給料諸手当賞与  6,675百万円

退職給付費用 409百万円

運賃保管料  9,927百万円

広告宣伝費 12,371百万円

給料諸手当賞与 12,887百万円

退職給付費用  896百万円

＊２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

＊２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

＊２ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりであります。 

土地  46百万円

その他  0百万円

計  46百万円

土地 917百万円

計 917百万円

土地     43百万円

その他   10百万円

計     53百万円

＊３ 固定資産処分損の内訳は、次

のとおりであります。 

＊３ 固定資産処分損の内訳は、次

のとおりであります。 

＊３ 固定資産処分損の内訳は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物   16百万円

機械装置及び運

搬具 
 35百万円

工具、器具及び

備品 

 14百万円

その他  3百万円

計   70百万円

建物及び構築物 317百万円

機械装置及び運

搬具 
7百万円

工具、器具及び

備品 

13百万円

その他 1百万円

計  340百万円

建物及び構築物   21百万円

機械装置及び運

搬具 
 49百万円

工具、器具及び

備品 
    28百万円

その他    35百万円

計    133百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊４ 営業権譲渡益 

 当社は、持分法適用関連会社

であった小林ソファモアダネッ

ク株式会社について、平成14年

３月27日に共同出資元である米

国メドトロニックソファモアダ

ネック社との間で合弁関係を解

消する旨の基本合意にいたりま

した。この合意に基づき、平成

14年４月に持分株式が売却さ

れ、営業権譲渡対価を平成15年

３月期より７年間に分割して受

領し、営業権譲渡益として特別

利益に計上する予定です。 

＊４ 営業権譲渡益 

同左 

＊４ 営業権譲渡益 

同左 

営業権譲渡契約の概要   

(1）譲渡する営業権 

 医療用具の販売 

  

(2）営業権譲渡日 

 平成14年４月１日 

  

(3）譲渡価格およびその受領方法 

 58,000千米ドルを平成15年３

月期より７年間で分割受領 

  

(4）譲渡代金受領日（受領予定

日）および金額 

平成14年４月17日 

3,000千米ドル 

平成15年４月３日 

6,000千米ドル 

平成16年４月５日 

7,000千米ドル 

平成17年４月４日 

10,000千米ドル 

平成18年４月３日 

10,000千米ドル 

平成19年４月３日 

11,000千米ドル 

平成20年４月３日 

11,000千米ドル 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊５ 減損損失 

   当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しまし

た。  

＊５ 減損損失 

   当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

について減損損失を計上しまし

た。  

＊５ 減損損失 

   当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上しました。  

場所 
  

用途 
  

種類 
  

減損損失 
(百万円) 

大阪府他  製造用 
設備  

機械装置 
他 

62 

同上 同上 リース  132 

大阪府 賃貸資産 土地  1,075 

宮城県  遊休地  土地  362 

    合計 1,632 

場所 
  

用途 
  

種類 
  

減損損失
(百万円)

大阪府他  製造用 
設備  

機械装置
他 

5 

同上 同上 リース  27 

    合計 33 

場所
  

用途 
  

種類 
  

減損損失
(百万円)

大阪府他  製造用 
設備  

機械装置 
他 

66 

同上 同上 リース  151 

大阪府 賃貸資産 土地  1,075 

宮城県  遊休地  土地  362 

    合計 1,655 

   当社グループはキャッシュフ

ローを生み出す最小の単位とし

て、事業部毎の資産を基本単位

としてグルーピングを行ってお

ります。 

 また本社及び配送センター等

については共用資産としており

ます。 

 賃貸資産及び遊休地について

は地価が大幅に下落しているこ

とから、また製造用設備につい

ては今後の使用見込が少ないた

め、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失（1,632百万円）として特別損

失に計上しました。 

 なお、当該資産の回収可能価

額は、土地は正味売却価格によ

り測定しており、不動産鑑定士

による評価額等を基礎として評

価しております。 

 その他の資産については、使

用価値により評価しておりま

す。 

   当社グループはキャッシュフ

ローを生み出す最小の単位とし

て、事業部毎の資産を基本単位

としてグルーピングを行ってお

ります。 

 また本社及び配送センター等

については共用資産としており

ます。 

 製造用設備については今後の

使用見込みが少ないため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（33

百万円）として特別損失に計上

しました。 

 なお、当該資産の回収可能価

額は、使用価値により評価して

おります。  

    当社グループはキャッシュフ

ローを生み出す最小の単位とし

て、事業部毎の資産を基本単位

としてグルーピングを行ってお

ります。 

 また本社及び配送センター等

については共用資産としており

ます。 

 賃貸資産及び遊休地について

は地価が大幅に下落しているこ

とから、また製造用設備につい

ては今後の使用見込が少ないた

め、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失（1,655百万円）として特別損

失に計上しました。 

 なお、当該資産の回収可能価

額は、土地は正味売却価格によ

り測定しており、不動産鑑定士

による評価額等を基礎として評

価しております。 

 その他の資産については、使

用価値により評価しておりま

す。 

    



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,931株は、単元未満株式の買取り1,451株及び関係会社による当社株式の保

有2,480株によるものであります。また、普通株式の自己株式の株式数の減少48,200株は単元未満株式の買増し請

求による売渡し50株及び新株予約権の行使48,150株によるものです。 

  

 ２．配当に関する事項 

 配当金支払額 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 42,525,000 － － 42,525,000 

合計 42,525,000 － － 42,525,000 

自己株式     

普通株式（注） 1,234,262 3,931 48,200 1,189,993 

合計 1,234,262 3,931 48,200 1,189,993 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,569 38 平成18年３月31日 平成18年６月29日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

＊１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

＊１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定   18,645百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
－百万円

現金及び現金同等物   18,645百万円

現金及び預金勘定  23,235百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
－百万円

現金及び現金同等物  23,235百万円

現金及び預金勘定   24,436百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金 
－百万円

現金及び現金同等物   24,436百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、 減価償却累計額相当額、減損

損失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装
置及び
運搬具 

8,088 4,895 132 3,060 

工具器
具及び
備品 

1,921 985 － 936 

その他 3,028 2,273 － 755 

合計 13,039 8,154 132 4,753 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

8,194 4,746 155 3,292 

工具器
具及び
備品 

1,905 1,029 － 876 

その他 3,049 2,521 － 527 

合計 13,149 8,296 155 4,696 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装
置及び
運搬具 

8,196 4,872 151 3,172 

工具器
具及び
備品 

2,440 1,411 － 1,029 

その他 2,616 2,121 － 495 

合計 13,254 8,405 151 4,696 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額

等 

  

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内   2,409百万円

１年超   2,447百万円

合計   4,857百万円

リース資産減

損勘定の残高 
132百万円

１年内  1,681百万円

１年超   3,187百万円

合計   4,868百万円

リース資産減

損勘定の残高 
101百万円

１年内   2,099百万円

１年超   2,795百万円

合計   4,894百万円

リース資産減

損勘定の残高 
115百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料  1,205百万円

減価償却費相当額  1,142百万円

支払利息相当額   44百万円

減損損失   132百万円

支払リース料 1,243百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
26百万円

減価償却費相当額  1,167百万円

支払利息相当額   48百万円

減損損失    27百万円

支払リース料  2,310百万円

リース資産減損勘

定の取崩額 
36百万円

減価償却費相当額  2,103百万円

支払利息相当額     83百万円

減損損失 151百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

1．その他有価証券で時価のあるもの 

  

2．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 738 4,808 4,070 

(2)債券    

国債・地方債等 3,007 3,007 △0 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 3,746 7,815 4,069 

 前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 297 

株式投資信託 255 



（当中間連結会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 978 5,717 4,739 

(2)債券    

国債・地方債等 3,203 3,196 △6 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 4,182 8,914 4,732 

 当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 309 

株式投資信託 365 



（前連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末 （平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみ利用しているため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末 (平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみ利用しているため、該当事項はありません。 

前連結会計年度末 (平成18年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引のみ利用しているため、該当事項はありません。 

 前連結会計年度（平成18年３月31日） 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 977 5,644 4,666 

(2)債券    

国債・地方債等 3,004 2,993 △11 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 3,983 8,638 4,655 

 前連結会計年度（平成18年３月31日） 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 316 

株式投資信託 286 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

家庭用品
製造販売
事業 
（百万円） 

家庭用品
卸事業 
（百万円）

医療関連
事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 32,431 82,485 8,052 2,108 125,076 － 125,076 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
13,432 － － 4,550 17,982 (17,982) － 

計 45,863 82,485 8,052 6,658 143,059 (17,982) 125,076 

営業費用 37,765 82,278 7,983 6,381 134,409 (17,997) 116,411 

営業利益 8,097 207 68 276 8,650 14 8,664 

 

家庭用品
製造販売
事業 
（百万円） 

家庭用品
卸事業 
（百万円）

医療関連
事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 33,978 86,018 8,705 2,018 130,721 － 130,721 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
15,522 0 － 4,628 20,151 (20,151) － 

計 49,500 86,019 8,705 6,647 150,872 (20,151) 130,721 

営業費用 41,062 85,821 8,387 6,479 141,751 (20,163) 121,587 

営業利益 8,438 197 317 167 9,121 12 9,133 



前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各事業の主な製品 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略しており

ます。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略しており

ます。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、記載を省略しており

ます。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

 

家庭用品
製造販売
事業 
（百万円） 

家庭用品
卸事業 
（百万円）

医療関連
事業 
（百万円）

その他事
業 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 68,869 156,933 17,126 3,923 246,852 － 246,852 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
25,907 0 － 9,053 34,961 (34,961) － 

計 94,776 156,934 17,126 12,976 281,814 (34,961) 246,852 

営業費用 79,330 156,498 16,543 12,573 264,946 (34,973) 229,973 

営業利益 15,446 435 582 402 16,867 11 16,879 

(1）家庭用品製造販売事業…… 家庭用医薬品、口腔衛生品、衛生雑貨品、芳香・消臭剤、家庭雑貨品、食

品、カイロ 

(2）家庭用品卸事業…………… 家庭用医薬品、雑貨及び食品 

(3）医療関連事業……………… 医療用具、医療機器 

(4）その他事業………………… 運送業、合成樹脂容器の製造販売、保険代理業、不動産管理、広告企画制作



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額          1,521円62銭          1,705円79銭          1,617円10銭 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
     85円49銭        118円16銭          179円17銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 

      85円48銭       117円98銭          179円01銭 

    

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 3,558 4,881 7,474 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － 40 

（うち利益処分による役員賞与金）  (－)  (－)  (40) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
3,558 4,881 7,434 

期中平均株式数（千株） 41,620 41,313 41,494 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額  
      

中間（当期）純利益調整額（百万

円） 
－ － － 

普通株式増加数（千株） 5 64 38 

（うち自己株式取得方式によるスト

ックオプション） 
 （5） （64） 38 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

平成17年11月14日開催の取締役会に

おいて、商法第211条ノ３第１項第２

号の規定に基づき、自己株式を取得

すること及びその具体的な取得方法

について決議し、自己株式の取得を

以下のとおり実施いたしました。  

  (1)自己株式取得に関する取締役会の 

  決議内容 

 ①取得する株式の種類 

  当社普通株式 

 ②取得する株式の総数 

  352,500株（上限） 

 ③取得価額の総額 

  1,260百万円（上限） 

 ④取得の方法 

  東京証券取引所の立会時間外取引 

  であるToSTNeT-2(終値取引)によ 

  る取得 

 (2)取得日 

  平成17年11月15日 

 (3)その他 

  上記ToSTNet-2による取得の結   

  果、当社普通株式352,500株 

  （取得価額1,205百万円）を取得 

  いたしました。 

 平成18年10月25日開催の取締役会に

おいて、米国ビジネスの一層の事業

拡大を目指すため、当社全額出資に

より小林ヘルスケア オブ アメリ

カ エルエルシーを新規設立し、同社

が米国カイロメーカーであるヒート

マックス インクの全株式を株主8名

から譲り受けることを決定いたしま

した。 

 ヒートマックス インク株式取得の概 

 要   

 (1)会社の概要 

  本店所在地 米国ジョージア州 

  事業内容 カイロ等の製造販売 

  売上高 18,044千米ドル 

  総資産 12,406千米ドル 

  純資産  7,834千米ドル  

        （2005年12月期） 

 (2)取得日 

  平成18年11月30日 

 (3)取得株数及び取得価額 

   4,750株 

     74,000千米ドル 

     但し、運転資本の増減を反映させ

     る調整条項があります。 

 (4)支払資金の調達及び支払方法 

  当社が自己資金を小林ヘルスケ 

  ア オブ アメリカ エルエルシー  

  に出資及び貸付を行い、株式を一 

  括取得いたしました。 

   

────── 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  15,246   19,679   21,307   

２．受取手形 ＊5 1,813   811   1,106   

３．売掛金  20,135   23,122   18,889   

４．有価証券  1,002   1,199   1,502   

５．棚卸資産  6,501   7,591   7,705   

６．その他  4,950   5,254   3,760   

貸倒引当金  △51   △60   △53   

流動資産合計   49,598 50.6  57,598 54.7  54,218 52.6 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ＊1          

(1)建物  5,224   4,547   5,167   

(2)土地   4,199   4,185   4,199   

(3)その他  1,484   1,462   1,369   

計  10,908   10,195   10,736   

２．無形固定資産           

(1)営業権  277   －   194   

(2)のれん  －   114   －   

(3)商標権  1,348   1,204   1,278   

(4)ソフトウェア  448   517   537   

(5)その他  73   73   72   

計  2,147   1,910   2,084   

３．投資その他の資産           

(1)投資有価証券   5,629   6,161   5,600   

(2)関係会社株式  23,782   24,311   23,874   

(3)長期貸付金  111   87   106   

(4)関係会社長期貸
付金  500   941   1,307   

(5)差入保証金  529   900   980   

(6)事業保険積立金  606   621   611   

(7)長期前払費用  845   1,133   1,147   

(8)その他  6,550   1,902   5,634   

投資損失引当金   △2,352   △287   △2,691   

貸倒引当金  △803   △218   △570   

計  35,399   35,555   36,002   

固定資産合計   48,455 49.4  47,660 45.3  48,823 47.4 

資産合計   98,053 100.0  105,259 100.0  103,041 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ＊5  1,316   1,745   1,380   

２．買掛金  12,464   13,033   11,860   

３．短期借入金   307   598   3,277   

４．未払金  9,632   10,896   10,737   

５．未払法人税等  3,518   3,680   3,077   

６．未払消費税等 ＊4  294   424   179   

７．未払費用  530   609   541   

８．預り金  47   114   53   

９．賞与引当金  1,244   1,226   1,200   

10．返品調整引当金  305   432   354   

11．その他  1,119   8   370   

流動負債合計   30,779 31.4  32,771 31.2  33,031 32.1 

Ⅱ 固定負債           

１．預り保証金  562   887   1,055   

２．退職給付引当金  4,258   4,501   4,406   

３．役員退職慰労引当
金  1,261   1,272   1,301   

固定負債合計   6,081 6.2  6,661 6.3  6,763 6.5 

負債合計   36,861 37.6  39,432 37.5  39,794 38.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,450 3.5  － －  3,450 3.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  4,183   －   4,183   

２．その他資本剰余金  1   －   8   

資本剰余金合計   4,185 4.3  － －  4,191 4.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  330   －   340   

２．任意積立金  50,322   －   50,322   

３．中間（当期）未処
分利益  3,457   －   6,361   

利益剰余金合計   54,109 55.2  － －  57,024 55.4 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,777 1.8  － －  2,056 2.0 

Ⅴ 自己株式   △2,331 △2.4  － －  △3,475 △3.4 

資本合計   61,192 62.4  － －  63,247 61.4 

負債・資本合計   98,053 100.0  － －  103,041 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   3,450 3.3   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     4,183     －     

(2）その他資本剰余
金 

  －     19     －     

資本剰余金合計     － －   4,203 4.0   － － 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     340     －     

(2）その他利益剰余
金 

                    

開発積立金   －     330     －     

別途積立金   －     54,692     －     

繰越利益剰余金   －     3,921     －     

利益剰余金合計     － －   59,283 56.3   － － 

４．自己株式     － －   △3,346 △3.2   － － 

株主資本合計     － －   63,590 60.4   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   2,089 2.0   － － 

２．繰延ヘッジ損益     － －   146 0.1   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － －   2,235 2.1   － － 

純資産合計     － －   65,826 62.5   － － 

負債純資産合計     － －   105,259 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   48,153 100.0  51,370 100.0  93,730 100.0 

Ⅱ 売上原価   21,261 44.2  22,464 43.7  41,609 44.4 

売上総利益   26,892 55.8  28,906 56.3  52,121 55.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   18,836 39.1  20,234 39.4  37,934 40.5 

営業利益   8,055 16.7  8,671 16.9  14,186 15.1 

Ⅳ 営業外収益 ＊1  971 2.0  1,060 2.1  2,046 2.2 

Ⅴ 営業外費用 ＊2  1,461 3.0  1,734 3.4  3,272 3.5 

経常利益   7,565 15.7  7,997 15.6  12,959 13.8 

Ⅵ 特別利益 ＊3  1,111 2.3  2,222 4.3  1,351 1.5 

Ⅶ 特別損失 ＊4,6  3,194 6.6  1,189 2.3  3,916 4.2 

税引前中間(当期)
純利益   5,483 11.4  9,030 17.6  10,394 11.1 

法人税、住民税及
び事業税  3,465   3,668   5,455   

法人税等調整額  △1,383 2,081 4.3 1,493 5,162 10.1 △1,321 4,133 4.4 

中間（当期）純利
益   3,401 7.1  3,868 7.5  6,261 6.7 

前期繰越利益   55   －   55  

合併による未処分
利益受入額   －   －   44  

中間(当期)未処分
利益   3,457   －   6,361  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

  （注） 平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 開発積

立金 
別途積
立金  

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

3,450 4,183 8 4,191 340 330 49,992 6,361 57,024 △3,475 61,190 

中間会計期間中の変動額            

別途積立金の積立（百万円）
（注） 

            4,700 △4,700 －   － 

剰余金の配当（百万円）
（注） 

              △1,569 △1,569   △1,569 

役員賞与（百万円）（注）               △40 △40   △40 

中間純利益（百万円）               3,868 3,868   3,868 

自己株式の取得（百万円）                    △6 △6 

自己株式の処分（百万円）     11 11           135 147 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（百万円） 

                      

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

    11 11     4,700 △2,440 2,259 129 2,400 

平成18年9月30日 残高 
（百万円） 

3,450 4,183 19 4,203 340 330 54,692 3,921 59,283 △3,346 63,590 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成18年3月31日 残高 
（百万円） 

2,056 － 2,056 63,247 

中間会計期間中の変動額     

別途積立金の積立（百万円）
（注） 

      － 

剰余金の配当（百万円）
（注） 

      △1,569 

役員賞与（百万円）（注）       △40 

中間純利益（百万円）       3,868 

自己株式の取得（百万円）       △6 

自己株式の処分（百万円）       147 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 
（百万円） 

32 146 179 179 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

32 146 179 2,579 

平成18年9月30日 残高 
（百万円） 

2,089 146 2,235 65,826 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの…中間決算

日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの…中間決算

日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの…決算日の

市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

 時価のないもの…総平均法

による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

(2)デリバティブ 

同左 

 (3)棚卸資産 

 商品、原材料は、移動平均法

による原価法によっておりま

す。 

 製品、仕掛品、貯蔵品は、総

平均法による原価法によってお

ります。 

(3)棚卸資産 

同左 

(3)棚卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

を採用しております。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。

ただし自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づいており

ます。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

 (3)長期前払費用 

 均等償却によっております。 

(3)長期前払費用 

同左 

(3)長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見積額を計上しており

ます。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当中間会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3) 返品調整引当金 

 返品損失に備えるため引当て

たもので、返品損失見積額を計

上しております。 

(3) 返品調整引当金 

同左 

(3）返品調整引当金 

同左 

 (4)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末に発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

(4)退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により、翌

事業年度から費用処理することと

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

 (5)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため設定し、内規に基づく

中間期末要支給額の引当計上を

行っております。 

(5)役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備え

るため設定し、内規に基づく期末

要支給額の引当計上を行っており

ます。 

 (6)投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損失

に備えるため、当該会社の財政

状態を勘案し、損失負担見込額

を計上しております。 

(6)投資損失引当金 

同左 

(6)投資損失引当金 

同左 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお為替予約について

振当処理の要件を充たしている

場合は振当処理を採用しており

ます。 

(1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお為替予約及びオプ

ションについて振当処理の要件

を充たしている場合は振当処理

を採用しております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお為替予約について

振当処理の要件を充たしている

場合は振当処理を採用しており

ます。 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建債務及び

外貨建予定取引 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約、オプ

ション 

ヘッジ対象…外貨建債務及び

外貨建予定取引 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…外貨建債務及び

外貨建予定取引 

    

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3)ヘッジ方針 

 外貨建予定取引に関して為替

予約を付し為替変動リスクをヘ

ッジする方針であります。 

(3)ヘッジ方針 

 外貨建予定取引に関して為替

予約及びオプションを付し為替

変動リスクをヘッジする方針で

あります。 

(3)ヘッジ方針 

 外貨建予定取引に関して為替

予約を付し為替変動リスクをヘ

ッジする方針であります。 

 (4)ヘッジ有効性の評価の方法 

 通貨関連の取引につきまして

は、ヘッジ対象の時価変動額と

ヘッジ手段の時価変動額を比較

し、両者の変動額等を基礎にし

て判断しております。 

(4)ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

(4)ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会平成14年8月9

日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第6号平成15年10月31日)を適

用しております。これにより税引前

中間純利益は1,597百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

 ──────    （固定資産の減損に係る会計基準）

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会平成14年8月9日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針

第6号平成15年10月31日)を適用して

おります。これにより税引前当期純

利益は1,576百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

 ──────   （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は65,680百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 ──────   



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

  

──────  

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において、「営業権」として掲記されて

いたものは、当中間会計期間から「のれん」と表示して

おります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

9,884百万円  9,675百万円        10,309百万円  

 ２ 偶発債務   

 債務保証 

① 次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 

 ２ 偶発債務   

 債務保証 

① 次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 

 ２ 偶発債務   

 債務保証 

① 次の関係会社について、金融

機関からの借入に対し債務保証

を行っております。 

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

小林製薬ライ

フサ－ビス

㈱  

536 借入債務 

上海小林日化

有限公司  

533

(38百万人民

元) 

借入債務 

小林ヘルスケ

ア ヨ－ロッ

パ リミティ

ッド  

71

(357千ポン

ド) 

借入債務 

シ－ルド ヘ

ルスケア セ

ンタ－ イン

コ－ポレ－テ

ィッド  

752

(6,650千ド

ル) 

借入債務 

計  1,892 －  

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

小林ヘルスケ

ア ヨーロッ

パ リミティ

ッド  

127

(577千ポン

ド) 

借入債務 

上海小林日化

有限公司  

529

(35百万人民

元) 

借入債務 

計  657 －  

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

小林ヘルスケ

ア ヨーロッ

パ リミティ

ッド 

244

(1,190千ポン

ド) 

借入債務 

上海小林日化

有限公司  

416

(29百万人民

元) 

借入債務  

シ－ルド ヘ

ルスケア セ

ンタ－ イン

コ－ポレ－テ

ィッド 

293

(2,500 千ド

ル) 

借入債務  

 計 954 －  

② 次の関係会社について、取引先

からの仕入れに対し債務保証を行

っております。 

② 次の関係会社について、取引先

からの仕入れに対し債務保証を行

っております。 

② 次の関係会社について、取引先

からの仕入れに対し債務保証を行

っております。 

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

 ㈱コバショ

ウ  
4,742 仕入債務 

 計  4,742 －  

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

 ㈱コバショ

ウ  
6,749 仕入債務 

 計  6,749 －  

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

㈱コバショ

ウ   
7,712 仕入債務 

計  7,712 －  

③     ──────  ③ 次の関係会社について、金融機

関への為替予約に対し債務保証を

行っております。 

③ 次の関係会社について、金融機

関への為替予約に対し債務保証を

行っております。 

 
保証先 

金額 

（百万円） 
内容 

小林製薬(香

港)有限公司 

23

(200千ドル) 
為替予約

計  23 －  

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

小林製薬(香

港)有限公司 

16

(5百万香港ド

ル) 

為替予約

計  16 －  

 



前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 ３ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結して

おります。  

 これら契約に基づく当中間会

計期間の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結して

おります。  

 これら契約に基づく当中間会

計期間の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ３ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引銀

行４行と当座貸越契約及び貸出

コミットメント契約を締結して

おります。  

 これら契約に基づく当会計年

度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

18,200百万円

借入実行残高      －

差引額 18,200百万円

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

18,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 18,200百万円

当座貸越極度額及

び貸出コミットメ

ントの総額 

18,200百万円

借入実行残高 － 

差引額 18,200百万円

＊４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、未払消費税等とし

て表示しております。 

＊４ 消費税等の取扱い 

同左 

＊４   ────── 

＊５   ────── ＊５ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理

については、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして

処理しております。当中間期末日

満期手形の金額は、次のとおりで

あります。 

 受取手形   196百万円 

 支払手形   452百万円 

＊５    ────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１ 営業外収益のうち主要なもの 

不動産賃貸料 411百万円

受取配当金 265 

受入ロイヤリテ

ィ 
211 

受取利息 13 

＊１ 営業外収益のうち主要なもの 

不動産賃貸料 352百万円

受取配当金 404 

受入ロイヤリテ

ィ 
202 

受取利息 18 

＊１ 営業外収益のうち主要なもの 

不動産賃貸料 825百万円

受取配当金 502 

受入ロイヤリテ

ィ 
544 

受取利息 26 

＊２ 営業外費用のうち主要なもの 

棚卸評価廃棄損 713百万円

売上割引 502 

不動産賃貸原価 168 

支払利息 6 

＊２ 営業外費用のうち主要なもの 

棚卸評価廃棄損 942百万円

売上割引 549 

不動産賃貸原価 146 

支払利息 7 

＊２ 営業外費用のうち主要なもの 

棚卸評価廃棄損 1,813百万円

売上割引 959 

不動産賃貸原価 341 

支払利息 13 

＊３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却

益  
46百万円

営業権譲渡益  1,065  

  当社は、持分法適用関連会

社であった小林ソファモアダネ

ック株式会社について、平成14

年３月27日に共同出資元である

米国メドトロニックソファモア

ダネック社との間で合弁関係を

解消する旨の基本合意にいたり

ました。この合意に基づき、平

成14年４月に持分株式が売却さ

れ、営業権譲渡対価を平成15年

３月期より７年間に分割して受

領し、営業権譲渡益として特別

利益に計上する予定です。 

 営業権譲渡契約の概要 

（1）譲渡する営業権 

 医療用具の販売 

 (2）営業権譲渡日 

平成14年４月１日  

（3）譲渡価格及びその受領方法  

 58,000千米ドルを平成15年３

月期より７年間で分割受領  

（4）譲渡代金受領日（受領予定 

日）及び金額  

 平成14年４月17日 

 3,000千米ドル

 平成15年４月３日 

6,000千米ドル

 平成16年４月５日 

 7,000千米ドル

 平成17年４月４日 

 10,000千米ドル

 平成18年４月３日 

 10,000千米ドル

 平成19年４月３日 

 11,000千米ドル

 平成20年４月３日 

 11,000千米ドル

＊３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却

益  
917百万円

営業権譲渡益  1,127  

 同左 

＊３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却

益  
46百万円

営業権譲渡益  1,065  

 同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊４ 特別損失のうち主要なもの 

投資損失引当金

繰入額 
1,015百万円

棚卸評価廃棄

損  
280  

固定資産処分

損  
46  

減損損失 1,597  

＊４ 特別損失のうち主要なもの 

投資損失引当金

繰入額 
35百万円

棚卸評価廃棄

損  
248  

固定資産処分

損  
321  

減損損失 33  

関係会社株式等

評価損 
546  

＊４ 特別損失のうち主要なもの 

投資損失引当金

繰入額 
1,354百万円

棚卸評価廃棄

損  
592  

固定資産処分

損  
60  

減損損失 1,607  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 493百万円

無形固定資産 243 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 467百万円

無形固定資産 250 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,081百万円

無形固定資産 499 

＊６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産について減損損失を計上

しました。 

 当社はキャッシュフロ－を生み出

す最小の単位として、事業部毎の資

産を基本単位としてグル－ピングを

行っております。 

 また本社等については共用資産と

しております。 

 賃貸資産及び遊休地については地

価が大幅に下落していることから、

また製造用設備については今後の使

用見込が少ないため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（1,597百万円）として特

別損失に計上しました。 

 なお、当該資産の回収可能価額

は、土地は正味売却価格により測定

しており、不動産鑑定士による評価

額等を基礎として評価しておりま

す。 

 その他の資産については、使用価

値により評価しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

(百万円)

大阪府他 
製造用

設備  

機械装

置等  
40

大阪府他 
製造用

設備 
リ－ス  119

大阪府 
賃貸資

産  
土地  1,075

宮城県 遊休地  土地  362

    合計 1,597

＊６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産について減損損失を計上

しました。 

 当社はキャッシュフロ－を生み出

す最小の単位として、事業部毎の資

産を基本単位としてグル－ピングを

行っております。 

 また本社等については共用資産と

しております。 

 製造用設備については今後の使用

見込が少ないため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（33百万円）として特別損

失に計上しました。 

 なお、当該資産の回収可能価額

は、使用価値により評価しておりま

す。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円)

大阪府他 
製造用

設備  

機械装

置等  
5

大阪府他 
製造用

設備 
リ－ス 27

    合計 33

＊６ 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下

の資産について減損損失を計上しま

した。 

 当社はキャッシュフロ－を生み出

す最小の単位として、事業部毎の資

産を基本単位としてグル－ピングを

行っております。 

 また本社等については共用資産と

しております。 

 賃貸資産及び遊休地については地

価が大幅に下落していることから、

また製造用設備については今後の使

用見込が少ないため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（1,607百万円）として特

別損失に計上しました。 

 なお、当該資産の回収可能価額

は、土地は正味売却価格により測定

しており、不動産鑑定士による評価

額等を基礎として評価しておりま

す。 

 その他の資産については、使用価

値により評価しております。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円)

大阪府他
製造用

設備  

機械装

置等  
44

大阪府他
製造用

設備 
リ－ス  125

大阪府 
賃貸資

産  
土地  1,075

宮城県 遊休地  土地  362

    合計 1,607



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,451株は、単位未満株式の買取りによる増加であります。         

      また、普通株式の自己株式の減少48,200株は単元未満株式の買増し請求による売渡し50株及び新株予約権の行使

48,150株によるものです。 

  

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 1,232,759 1,451 48,200 1,186,010 

合計 1,232,759 1,451 48,200 1,186,010 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引  

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引   

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引   

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累計

額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額  
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械 
及び 
装置 

1,904 1,119 119 666 

車輌 
運搬 
具 

596 348 － 248 

工具 
器具 
及び 
備品 

1,044 604 － 439 

その 
他 

65 46 － 19 

合
計 

3,610 2,118 119 1,373 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

減損損
失累計
額相当
額  
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械
及び
装置 

1,573 1,053 134 386 

車輌
運搬
具 

898 446 － 451 

工具
器具
及び
備品 

770 401 － 368 

その
他 

19 17 － 1 

合
計 

3,262 1,920 134 1,208 

 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

減損損
失累計
額相当
額  
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械
及び
装置 

1,759 1,006 125 627 

車輌
運搬
具 

836 391 － 444 

工具
器具
及び
備品 

1,136 589 － 547 

その
他 

39 18 － 21 

合
計 

3,772 2,005 125 1,641 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

  

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

  

未経過リース料期末残高相当額 

１年内    856百万円

１年超      547百万円

合計    1,404百万円

リース資産減

損勘定の残高 
  119百万円

１年内 532百万円

１年超 784百万円

合計 1,316百万円

リース資産減

損勘定の残高 
 89百万円

１年内   912百万円

１年超 847百万円

合計 1,760百万円

リース資産減

損勘定の残高 
95百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額、支払

利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当

額及び減損損失 

 百万円

支払リース料 335

減価償却費相当額  319

支払利息相当額 12

減損損失  119

 百万円

支払リース料 321

リース資産減損勘定の

取崩額 
23

減価償却費相当額  283

支払利息相当額 12

減損損失  27

 百万円

支払リース料 714

リース資産減損勘定の

取崩額 
30

減価償却費相当額 688

支払利息相当額 25

減損損失  125

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。  

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は

以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,470円18銭

１株当たり中間純利益

金額 

    81円73銭

１株当たり純資産額  1,592円36銭

１株当たり中間純利益

金額 

    93円63銭

１株当たり純資産額  1,530円73銭

１株当たり当期純利益

金額 

   149円93銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 

    81円72銭 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 

    93円49銭 潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 

149円79銭 

  

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 3,401 3,868 6,261 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 40 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
 (－)  (－)  (40) 

普通株式に係る中間（当期）純利益  

（百万円） 
3,401 3,868 6,221 

期中平均株式数（千株） 41,620 41,317 41,494 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額  
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（千株） 5 64 38 

（うち自己株式取得方式によるストッ

クオプション） 
 （5） (64)  38 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 平成17年11月14日開催の取締役会に

おいて、商法第211条ノ３第１項第２

号の規定に基づき、自己株式を取得す

ること及びその具体的な取得方法につ

いて決議し、自己株式の取得を以下の

とおり実施いたしました。 

 (1)自己株式取得に関する取締役会の 

  決議内容 

 ①取得する株式の種類 

  当社普通株式 

 ②取得する株式の総数 

  352,500株（上限） 

 ③取得価額の総額 

  1,260百万円（上限） 

 ④取得の方法 

  東京証券取引所の立会時間外取引 

  であるToSTNeT-2(終値取引)によ 

  る取得 

 (2)取得日 

  平成17年11月15日 

 (3)その他 

  上記ToSTNet-2による取得の結  

  果、当社普通株式352,500株 

  （取得価額1,205百万円）を取得 

  いたしました。 

 平成18年10月25日開催の取締役会に

おいて、米国ビジネスの一層の事業拡

大を目指すため、当社全額出資により

小林ヘルスケア オブ アメリカ エル

エルシーを新規設立し、同社が米国カ

イロメーカーであるヒートマック

ス インクの全株式を株主8名から譲り

受けることを決定いたしました。 

 ヒートマックス インク株式取得の概

 要   

 (1)会社の概要 

  本店所在地 米国ジョージア州 

  事業内容 カイロ等の製造販売 

  売上高 18,044千米ドル 

  総資産 12,406千米ドル 

  純資産  7,834千米ドル  

        （2005年12月期） 

 (2)取得日 

  平成18年11月30日 

 (3)取得株数及び取得価額 

   4,750株 

     74,000千米ドル 

     但し、運転資本の増減を反映さ 

     せる調整条項があります。 

 (4)支払資金の調達及び支払方法 

  当社が自己資金を小林ヘルスケ 

  ア オブ アメリカ エルエルシー

  に出資及び貸付を行い、株式を一

  括取得いたしました。 

────── 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (１）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度(第84期)（自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日）平成18年４月６日近畿財務局長に提出  

 (２）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度(第85期)（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）平成18年４月６日近畿財務局長に提出  

 (３）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度(第86期)（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）平成18年４月６日近畿財務局長に提出  

 (４）有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度(第87期)（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成18年４月６日近畿財務局長に提出  

 (５）半期報告書の訂正報告書 

事業年度(第88期中)（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成18年４月６日近畿財務局長に提出  

（６）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月10日近畿財務局長に提出  

（７）自己株券買付状況報告書  

報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月15日近畿財務局長に提出  

（８）臨時報告書 

   平成18年５月18日近畿財務局長に提出 

当社の特定子会社に移動がありましたので、証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府 

令第19条第２項３号の規定に基づき提出するものであります。 

（９）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月９日近畿財務局長に提出  

（10）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第88期)（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日近畿財務局長に提出  

（11）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年６月30日）平成18年７月10日近畿財務局長に提出  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

  平成17年12月13日

小林製薬株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 正紀  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 伊藤 裕幸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 津田 多聞  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小林製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ

て追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、小林製薬株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報  

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より

「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

  平成18年12月13日

小林製薬株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 正紀   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 津田 多聞   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 佐々木 健次  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小林製

薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ

て追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、小林製薬株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

追記情報  

 重要な後発事象に記載されているとおり、平成18年10月25日開催の取締役会において、会社の全額出資により小林ヘル

スケア オブ アメリカ エルエルシーを新規設立し、同社が米国カイロメーカーであるヒートマックス インクの全株

式を譲り受けることを決定している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

  平成17年12月13日

小林製薬株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 正紀  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 伊藤 裕幸  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 津田 多聞  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小林製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第88期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、小林製薬株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報  

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より「固定資

産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 

  平成18年12月13日

小林製薬株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 石橋 正紀   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 津田 多聞   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 佐々木 健次  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小林製

薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第89期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、小林製薬株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報  

 重要な後発事象に記載されているとおり、平成18年10月25日開催の取締役会において、会社の全額出資により小林ヘル

スケア オブ アメリカ エルエルシーを新規設立し、同社が米国カイロメーカーであるヒートマックス インクの全株

式を譲り受けることを決定している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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